
主要施策名：（４）男女共同参画社会の推進

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

641-1 男女共同参画啓発事業 人権啓発課

641-2 男女共同参画計画運用事業 人権啓発課

641-3 男女共同参画社会づくり地域リーダー育成事業 人権啓発課

事務事業本数：3

⑥公平で誇りの
持てる社会づくり

（４）男女共同参
画社会の推進

（１）男女共同参画社
会の形成

1



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 9 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 男女共同参画啓発事業
所管課 人権啓発課

作成者（担当者） 原賀 未来

事務事業コード 641-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）男女共同参画社会の推進

□ 該当施策区分 （１）男女共同参画社会の形成

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 男女共同参画社会基本法、玉名市男女共同参画推進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市男女共同参画計画 （第3次　Ｈ30年度～R4年度） 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

男女共同参画社会の形成は、国の最重要課題として位置づけられており、本市においても男女共同参画計画を策定
し、事業や啓発を行っているが、未だに固定的性別役割意識は根強く残っており、ＤＶなどの人権侵害も発生してい
る。また、地域社会における女性の進出も遅々として進んでいないのが実情である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、人権

意図
（どのような状態にしたいか）

住民一人一人が男女共同参画に対して理解を深め、家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野において、固定的性
別役割分担意識の解消やＤＶ・セクシャルハランスメント等の差別や偏見による人権侵害のない社会を構築していく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・「男女がともに尊重し合い、自分らしく生きられる社会の実現をめざし
て」をテーマにフォーラムを開催する。
・男女共同参画の視点に立った啓発講座を開催する。
・男女共同参画社会づくり推進のための研修会等を開催する。
・内閣府が定める「男女共同参画週間」（6/23~29）にあわせた事業を行
う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 男女共同参画フォーラム開催事業

② 男女共同参画啓発事業

③ 男女共同参画推進研修事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 356 379 123 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,100 1,473 591 604 0

一般財源 744 1,094 468 604

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.46 0.52 0.63 0.63

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,812 4,321 4,041 4,067

小　　　　計 2,712 2,848 3,450 3,463

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

男女共同参画フォーラム開
催事業

市が主催する男女共同参加
フォーラム講演会の開催

講演会開催回数 回 1 1 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

11 12 11

男女共同参画推進研修事
業

市が主催する研修会の開催 研修会開催回数 回 0 0 0 0

男女共同参画啓発事業
市が主催及び共催する啓発講
座の開催

啓発講座開催回数 回 11

4,067

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,812 4,321 4,041

98.41% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 87.52% （↓） 106.11% （↑）

500 550 200

487 492 121
1 男女共同参画関連事業参加人数 細事業①、②、③の参加者総数 人

320

2

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、フォーラム・公開講座が中止になったことにより、事業全体では目標数値には届かな
かった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市の啓発事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

講座等においては、参加者のアンケートや追跡調査でニーズを把握したうえで実施した。他課が主催する講座と共催で行うこ
とにより、チラシやリーフレットの配布・説明を行い、市民に啓発・周知する機会を拡充した。
また、ポスター・チラシは内容によって学校や医療機関・支援センター等に配布、市民課モニターを活用し、市民の目に留まる
機会が増えるように工夫した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

講座等においては、アンケートや追跡調査の結果を参考に、コロナ禍で必要とされる講座の内容を模索しながら実施する。他
課との共催を増やし、様々な年代層へと啓発・周知範囲を拡充するほか、引き続き広報誌・ホームページ・フェイスブック・ライ
ン等と告知手段を拡充していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
昨年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、フォーラム・公開講座が中止になったことにより、
事業全体では目標数値には届かなかったが、引き続き、男女共同参画社会形成の意識向上のため、
様々な啓発の情報発信を継続していく。

評価責任者

濱治 裕子

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 9 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 男女共同参画計画運用事業
所管課 人権啓発課

作成者（担当者） 原賀 未来

事務事業コード 641-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）男女共同参画社会の推進

□ 該当施策区分 （１）男女共同参画社会の形成

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 男女共同参画社会基本法、玉名市男女共同参画推進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市男女共同参画計画 （第3次　Ｈ30年度～R4年度） 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

男女共同参画社会の形成は、国の最重要課題として位置づけられており、本市においても男女共同参画計画を策定
し、事業や啓発を行っているが、未だに固定的性別役割意識は根強く残っており、ＤＶなどの人権侵害も発生してい
る。また、地域社会における女性の進出も遅々として進んでいないのが実情である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、人権

意図
（どのような状態にしたいか）

男女が性別にとらわれず、責任も喜びも分かち合い、個性と能力を発揮しながら社会のあらゆる分野へ参画していけ
る男女共同参画社会の実現を目指す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・「玉名市男女共同参画計画」に掲げる、男女がともに尊重しあい、自
分らしく生きられる社会の実現を目指し、各施策への取組状況を管理
する。
・市長が委嘱する諮問機関として、男女共同参画社会の形成に向けた
各施策に関する調査審議を行うための審議会を開催する。
・庁内職員による委員会として、男女共同参画社会の形成に向けた施
策の総合的かつ効果的な企画や推進を図るための委員会や専門部会
を開催する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 男女共同参画計画進行管理事業

② 男女共同参画審議会業務

③ 男女共同参画社会行政推進委員会業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 175 175 95 3,383 0

一般財源 175 175 95 3,383

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.32 0.48 0.63 0.63

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,062 2,803 3,545 6,846

小　　　　計 1,887 2,628 3,450 3,463

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

男女共同参画計画進行管
理事業

年度ごとの各課事業の実施状
況を検証

進行管理の対象となる
項目数

件 437 431 431 431

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

3 2 3

男女共同参画社会行政推
進委員会業務

委員会の開催回数 回 2 3 2 3

男女共同参画審議会業務
外部委員による諮問機関として調
査審議し施策の推進を図る

審議会の開催回数 回 3

6,846

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,062 2,803 3,545

51.29% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 72.98% （↓） 78.48% （↓）

35 35 35

23.2 24.1 24.1
1 市役所における審議会等女性登用率

各課所管の審議会等の女性委員の割
合を計算

％
35

2 ％

＊成果未達成時の理由
審議会等の委員には、各種団体の代表者等を設定している場合が多く、その代表者には男性が多い傾向にあることから、男性が
推薦（選任）される割合が高いため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

第3次計画について、各課の具体的取組みの前年度実績の把握、実績を踏まえた今年度の取組みの計画を立ててもらい、全庁的に推進した。
女性の登用率向上については、全庁的に具体的行動を示し、意識向上を図るための通達を行ったほか、「次期改選日」を調査し、改選日が近い委員会等の所属長に対
し、再通達を行い確実に女性委員の登用が図られるよう取組んだ。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

第3次計画が令和4年度で満了するため、意識調査と事業所実態調査を行い、市民の意識や実態の把握、今後の課題を明ら
かにした基礎資料を作成する。
また、昨年度同様に、改選日が近い委員会等の所属長に対し、通達を行い女性委員の登用が図られるように取組みを強化し
推進する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
女性委員の登用については、所属長に対し通達を行っているが目標値には程遠い状況である。本市
の男女共同参画計画の目標を達成し、男女共同参画社会の早期実現のためには、それぞれ担当部署
の協力が必要不可欠である。

評価責任者

濱治 裕子

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 9 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 男女共同参画社会づくり地域リーダー育成事業
所管課 人権啓発課

作成者（担当者） 原賀 未来

事務事業コード 641-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （４）男女共同参画社会の推進

□ 該当施策区分 （１）男女共同参画社会の形成

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 男女共同参画社会基本法、玉名市男女共同参画推進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市男女共同参画計画 （第3次　Ｈ30年度～R4年度） 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

男女共同参画社会の形成は、国の最重要課題として位置づけられており、本市においても男女共同参画計画を策定
し、事業や啓発を行っているが、未だに固定的性別役割意識は根強く残っており、ＤＶなどの人権侵害も発生してい
る。また、地域社会における女性の進出も遅々として進んでいないのが実情である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

参加を希望する市民、市職員

意図
（どのような状態にしたいか）

参加者が男女共同参画社会づくりについての幅広い見識と行動力を身につけるための研修（講和、交流、視察等）を
受けることで、各々の地域や職場において男女共同参画計画を基本とした豊かな地域づくりに向け、積極的に活躍で
きる人材を輩出し、本市における男女共同参画社会づくりを進めていく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

男女共同参画社会づくりの地域リーダーを育成するために開催される
熊本県主催の研修事業の参加者募集を市HP・広報紙にて行う。
（研修内容）
事前研修、県外研修、自主研修、事後研修、報告書作成

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 地域リーダー育成事業募集業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 72 0 0 85 0

一般財源 72 0 0 85

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.21 0.08 0.01 0.01

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,310 438 55 140

小　　　　計 1,238 438 55 55

【1】

【2】

【3】
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【5】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

地域リーダー育成事業募
集業務

県外研修参加者の募集 募集回数 回 1 1 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

140

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,310 438 0 140

R03年度予算

対象（ 参加者 1 1 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,310 438 55

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 299.09% （↑） 0.00% （－）

23 24 24

22 23 23
1 地域リーダー育成者数

研修に参加し育成された地域リーダー
の累計数

人
22

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、研修自体が中止となった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

代替研修として、行政職員、県地域推進員また、地域リーダー参加者等とオンラインで男女共同参画についての講演や、地域
単位での意見交換会が実施された。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

研修後の活動については、コロナ禍の中でできる活動方法として男女共同参画通信記事の編集を提案している。地域の実情
を踏まえ、活動支援を充実させる。
今後は、コロナ禍に対応した事業内容が検討されることにより、更なる市民の参加意欲を向上させるための事業周知を拡充さ
せる。また、連携した活動支援等を充実させる。
熊本県が今後の研修実施方法を検討中であり、状況により対応していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

昨年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、研修自体が中止となった。
今後は、コロナ禍に対応した事業となるが、意欲のある市民が参加できるよう周知を徹底したい。

評価責任者

濱治 裕子

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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